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第１章 基本的事項 

１．計画目的 

本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「法」という。）第 21 条第 1 項に

基づき都道府県及び市町村に策定が義務付けられている温室効果ガスの排出量の削減のた

めの措置に関する計画として策定するものである。 

嘉手納町が行うすべての事務・事業の実施に当たっては、実行計画に基づき温室効果ガス

排出量の削減に向けてさまざまな取り組みを行い、地球温暖化対策の推進を図ることを目

的とする。  

２．基準年度・計画期間・目標年度 

実行計画の基準年度を令和元年度とし、計画期間を令和３年度～令和７年度までの５年

間とする。目標年度については、令和７年度とする。 

なお、実行計画の実施状況や技術の進歩、社会情勢の変化により、必要に応じて見直しを

行うものとする。  

 

※ 基準年度とは、各年度における温室効果ガス排出量の増減を比較検討するための基準として、各地方自

治体が独自に設定する年度をいう。 

３．対象範囲 

実行計画は、嘉手納町役場が行うすべての事務・事業及び管理施設等とする。 

ただし、温室効果ガス排出量の基準値や経年変化の値において、算定の対象となる施設

（以下「算定対象施設」という。）は表 1－1 の施設とする。 

嘉手納町が行うすべての事務・事業及び管理施設等以外の公共施設・公共組織等に対して

も、可能な限り実行計画の趣旨に沿った取り組みを実践するように要請する。 
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表 1-1 対象施設一覧（42施設） 

No. 施 設 名 No. 施 設 名 

1 屋良幼稚園・小学校 22 兼久海浜公園 

2 嘉手納幼稚園・小学校 23 嘉手納公園 

3 嘉手納中学校 24 屋良ふれあいパーク 

4 学校給食共同調理場 25 屋良第２公園 

5 嘉手納町第二保育所 26 ちびっこ広場 

6 嘉手納町第三保育所 27 あしびなぁ 

7 嘉手納町総合福祉センター 28 ロータリー広場 

8 嘉手納町リサイクルセンター 29 嘉手納町役場（本庁） 

9 嘉手納町葬斎場 30 ロータリープラザ 

10 青少年センター(旧：食料品加工センター) 31 街路灯まとめ 

11 嘉手納町スポーツドーム 32 公共駐車場施設灯 

12 嘉手納町陸上競技場 33 嘉手納町商業研修等施設 

13 野國總管公園 34 嘉手納町漁業用施設 

14 屋良城跡公園 35 嘉手納町集出荷施設 

15 東区コミュニティーセンター 36 嘉手納町マルチメディアセンター 

16 中央区コミュニティーセンター 37 嘉手納町町民の家 

17 北区コミュニティーセンター 38 嘉手納地区学習供用施設・児童館 

18 南区コミュニティーセンター 39 屋良地区体育館・児童館 

19 西区コミュニティーセンター 40 嘉手納野球場 

20 西浜区コミュニティーセンター 41 嘉手納町兼久体育館 

21 水釜公園 42 かでな未来館（新規） 

 

 

４．対象とする温室効果ガス 

実行計画で、削減対象とする温室効果ガスは、法律で定められた削減対象となる７種類の

ガスのうち、二酸化炭素を対象とする。 
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第２章 二酸化炭素の排出状況及び削減目標 

１．基準年度の二酸化炭素排出量  

嘉手納町の事務・事業における基準年度（令和元年度）の二酸化炭素総排出量は、

3,724,378kg-CO2である。 

 

表 2-1 基準年度（令和元年度）の二酸化炭素総排出量 

区 分 排出量 

二酸化炭素（CO2） 3,724,378 kg-CO2 

２．排出要因別エネルギー等使用量及び二酸化炭素排出量 

表 2-2 基準年度（令和元年度）の排出要因別エネルギー等使用量及び二酸化炭素排出量 

項 目 単位 使用量 
CO２排出量 

（㎏-CO２） 

排出割合

（％） 

電気 kWh 4,541,278 3,573,985 96.0 

Ａ重油 ℓ 32,650 88,481    2.4 

ガソリン ℓ 15,845 36,761     1.0 

ＬＰＧ ㎥ 1,348 4,043 0.1 

灯油 ℓ 4,084 10,169 0.3 

軽油 ℓ 4,240 10,939      0.3 

二酸化炭素排出量合計 3,724,378  

注）四捨五入のため、合計値が合わないことがある。 
※排出係数  電  気：0.787 kg -CO2/kWh Ａ重油：2.71 t-CO2/kl 

ガソリン：2.32 t-CO2/kl  ＬＰＧ：3.00 kg-CO2/㎥ 
灯  油：2.49 t-CO2/kl  軽 油：2.58 t-CO2/kl 

電気の排出係数は、各年度の比較が容易に出来るように令和元年度（令和 3 年 1 月公表※）の値

0.787 ㎏-CO２/KWH を使用する。 
温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル VER4.7 （環境省、経済産業省 令和 3 年 1 月） 
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３．要因別の排出状況  

基準年度である令和元年度の二酸化炭素排出量を排出要因別に見ると、電気の使用に伴

って排出される二酸化炭素が全体の 96.0％を占め、次いでＡ重油の使用が 2.4％、ガソリン

の使用が 1.0％、灯油、軽油の使用がそれぞれ 0.3％、ＬＰＧの使用が 0.1％となっている。  

 

図 2-1 基準年度（令和元年度）における二酸化炭素排出量の排出要因 

 

（注）四捨五入のため、合計値が合わないことがある。 

４．削減目標  

令和元年度を基準年として、計画期間の最終年度である令和７年度の二酸化炭素排出量

を、５％削減することを目指す。 

 

表 2-3 基準年度排出量（令和元年度）及び目標年度排出量（令和７年度） 

区 分 
基準年度排出量 

令和元年度 
削減目標 

目標年度排出量 

令和７年度 

二酸化炭素（CO2） 3,724,378 kg-CO2 5％ 3,538,159 kg-CO2 
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第３章 具体的な取組 

１．太陽光発電等の再生可能エネルギーの積極導入 

・太陽光発電システム等を、既存の公共施設等への順次導入に努め、新設する公共施設等

においてもその導入に努める。 

・太陽光発電システムや、その他の再生可能エネルギーの導入については、補助金等を積

極的に活用する。 

２．施設設備の改善等 

・施設の新築、改築をする時は、環境に配慮した工事を実施するとともに、環境負荷の低

減に配慮した施設等を整備し、適正な管理に努める。 

・断熱性能に優れた窓ガラスを導入する。 

・既存の公共施設及び防犯灯・街路灯の高効率照明（ＬＥＤ照明）等への切替え、高効率

空調の更新を行い、全庁的な省エネ・節電を図る。 

・公共施設の緑化を推進する。 

・雨水の有効利用に配慮した構造とする。 

・省エネルギー型設備を積極的に導入する。 

 

３．物品購入等 

・特殊車両を除く公用車について、更新の際には、次世代自動車（電気自動車、水素自動

車等）の導入を図る。 

・電気製品等の購入、レンタルの際には、環境負荷の少ないもの（省エネルギータイプ）

の購入に努める。  

・事務用品は、詰め替えやリサイクル可能な消耗品を購入する。  

・環境ラベリング（エコマーク、グリーンマーク等）対象製品を購入する。  
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４．その他の取組 

（１）電気使用量の削減  

・冷房温度の適正管理を行う。 

・効果的・計画的な事務処理に努め、残業の削減を図り照明の点灯時間の削減に努める。 

・昼休みや時間外及びトイレ、給湯室等に利用者がいない場合など、不必要箇所の消灯を

行う。 

・退庁時に身の回りの電気器具の電源が切られていることを確認する。  

・ＯＡ機器等の電源をこまめに切るように努める。  

（２）燃料使用量の削減  

・日々の燃費の把握に努める。 

・エコドライブの周知を図る。 

・公用車のふんわりアクセル「e スタート」を心がける。  

・公用車を適正に整備・管理し、車を離れるときはエンジンを切り、無駄なアイドリン

グを控え排気ガスの削減に努める。 

・カーエアコンについては、適切な温度設定を行う。 

・ボイラー(設置施設)の適正運転を維持する。 

（３）ゴミの減量、リサイクル  

・物品の再利用や修理による長期利用に努め、ゴミの減量化を図る。  

・廃棄物の分別排出の徹底に努める。 

・使い捨て容器の購入は極力控える。  

（４）用紙類  

・コピー用紙等の購入量の抑制を図る。 

・両面印刷、裏面コピー、縮小コピーを徹底し、用紙の削減に努める。  

・リサイクル用紙の購入に努める。 

・会議用資料や事務手続きの一層の簡素化を図る。 

・使用済み封筒の再使用など、封筒の使用の合理化を図る。  

（５）水道  

・日常的に節水を心がける。  

・自動水栓、節水コマなどの節水型機器の導入に努める。   
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（６）環境保全に関する意識向上、率先実行の推進 

・職員向けに環境保全研修等を行う。 

・ノーマイカーデーなど、環境保全を奨励する日や月間を設ける。 

・職員が参加出来る環境保全活動について、必要な情報提供を行う。 

・クールビズ・ウォームビズを推進する。 

・家庭においても、環境に配慮した生活を目指す。 

（７）来庁者への協力依頼等 

・庁舎構内では、車両のアイドリング・ストップについて協力を求める。 

・庁舎内の照明、室温調整、廃棄物の分別回収、階段の利用等への理解と協力を求める。 

・その他、本計画の取り組みについて周知を図る。 
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表 3-1 LED化施設一覧 （33施設） 

施 設 名  施 設 名  

屋良幼稚園・小学校           △ 南区コミュニティーセンター       ○ 

嘉手納幼稚園・小学校          ○ 西区コミュニティーセンター       ○ 

嘉手納中学校              ○ 西浜区コミュニティーセンター      ○ 

学校給食共同調理場           ○ 水釜公園                ○ 

嘉手納町第二保育所           × 兼久海浜公園              ○ 

嘉手納町第三保育所           ○ 嘉手納公園               ○ 

嘉手納町総合福祉センター        ○ 屋良ふれあいパーク           ○ 

嘉手納町リサイクルセンター       × 屋良第 2 公園              ○ 

嘉手納町葬斎場             ○ ちびっこ広場              ○ 

嘉手納町食料品加工センター       ○ あしびなぁ               ○ 

嘉手納町スポーツドーム         ○ ロータリー広場             ○ 

嘉手納町陸上競技場           × 嘉手納町役場(本庁)             ○ 

野國總管公園              ○ ロータリープラザ             △ 

屋良城跡公園              × 街路灯まとめ               △ 

東区コミュニティーセンター       ○ 公共駐車場施設灯             ○ 

中央区コミュニティーセンター      ○ かでな未来館 ○ 

北区コミュニティーセンター       ○   

※ ○･･･LED化済  26施設（79％） 

△･･･一部LED化  3施設（ 9％） 

×･･･非LED化   4施設（12％） 
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第４章 推進・点検体制及び進捗状況の公表 

１．推進体制  

嘉手納町は、｢嘉手納町地球温暖化防止推進本部設置要綱」により、｢推進本部」「推進部

会」｢推進担当者」｢事務局」を設け、計画の着実な推進と進行管理を行う。  

計画の推進体制は｢実行計画推進組織図」の通りである。 

（１）推進本部  

嘉手納町長を本部長、副町長を副本部長とし、その他、課長等の構成員をもって組織する。  

計画の策定、見直し及び計画の推進点検を行う。 

（２）推進部会 

推進部会は本部長に指名された職員で構成する。 

実行の評価・実施状況の課題・解決策の抽出等を行う。 

（３）推進担当者 （エコリーダー） 

各課及び各出先機関に１名以上の「推進担当者」を置く。「推進担当者」は計画の推進及

び進捗状況を把握しつつ、事務局と連携し、計画の総合的な推進を図る。  

（４）事務局  

事務局を産業環境課に置き、計画全体の推進及び進捗状況を把握し、総合的な進行管理を

行う。 

 

２．点検体制 

点検体制は、「嘉手納町地球温暖化防止実行計画の推進・点検・評価等の体制と役割」に

より、「事務局」は、「推進担当者」を通し、定期的に進捗状況の把握を行い、年１回の点検

評価を行う。さらに、点検評価を踏まえて「推進本部」において見直しの検討、取り組み方

針の決定を行う。 

 

３．進捗状況の公表 

計画の進捗状況、点検評価結果及び、直近年度の温室効果ガス排出量については、年１回

嘉手納町広報誌やホームページ等により公表する。 
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第５章 実績報告 
 

１．温室効果ガスの削減目標  

嘉手納町は、地球温暖化問題に取り組むため、令和３年４月に嘉手納町の事務・事業から

排出する温室効果ガス（二酸化炭素）の削減目標と目標達成に向けた取り組みの３次計画を

作成した。 

 

【削減目標】 

令和元年度を基準として計画期間の最終年度である令和７年度の二酸化炭素排出量を、

５％削減することを目指す。※1 

 

令和元年度 

温室効果ガス排出量（二酸化炭素） 

3,724,378 kg-CO2  

 令和７年度 

温室効果ガス排出量（二酸化炭素） 

3,538,159 kg-CO2 
 
※1 沖縄電力排出係数は、0.787kg-CO2/kWh に統一 
温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル Ver4.7 （環境省、経済産業省 令和３年 1 月） 
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２．実績  

2.1 温室効果ガス排出量（二酸化炭素） 

 

令和４年度実績    3,474,701    kg-CO2 

嘉手納町の令和４年度の温室効果ガス排出量（二酸化炭素）は、3,474,701 kg-CO2 であ

り、令和元年度実績に対し、約 6.7％減少であったが、前年度よりは増加となった。 

 

表 5-1 二酸化炭素の総排出量の基準年度比較 

区分 
令和元年度 

（基準年度） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

温室効果ガス 

（二酸化炭素） 

総排出量（kg-CO2） 

3,724,378 3,073,767 3,033,622 3,474,701 

令和元年度比（％） － △ 17.5 △ 18.5 △ 6.7 

図 5-1 二酸化炭素総排出量の経年変化 
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2.2 発生源毎の割合 

令和４年度で最も排出量の割合が高い二酸化炭素発生源は、電気使用量の 95.8％であり、

以下Ａ重油が 2.9％、ガソリンが 0.7％、灯油が 0.3％、軽油が 0.2％、LPG が 0.1％と続い

ている。 

図 5-2 発生源の割合 

 

（注）四捨五入のため、合計値が合わないことがある 
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図 5-3 排出要因別二酸化炭素排出量の経年変化 

 

表 5-2 排出要因別二酸化炭素排出量の経年変化 

 
 

 

 

  

項目 単位 使用量

CO2排出

量

（Kg-CO2）

使用量
CO2排出量

（Kg-CO2）
使用量

CO2排出量

（Kg-CO2）
使用量

CO2排出量

（Kg-CO2）

電気 kWh 4,541,278 3,573,985 3,731,077 2,936,357 3,687,355 2,901,948 4,228,286 3,327,661 -246,324

Ａ重油 ℓ 32,650 88,481 34,080 92,356 34,920 94,633 36,620 99,240 10,759

ガソリン ℓ 15,845 36,761 11,940 27,700 8,983 20,839 10,621 24,641 -12,120

ＬＰＧ ㎥ 1,348 4,043 1,303 3,907 914 2,742 1,431 4,293 250

灯油 ℓ 4,084 10,169 3,871 9,638 3,851 9,588 4,148 10,328 159

軽油 ℓ 4,240 10,939 1,477 3,809 1,501 3,872 3,309 8,538 -2,401

3,724,378 3,073,767 3,033,622 3,474,701 -249,677

令和２年度
基準年比較
CO2排出量

（Kg-CO2）

令和元年度
（基準年度）

令和４年度

二酸化炭素合計
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2.3 施設（課）別排出量 

 

2.3.1 電気による排出量  

対象施設別の電気による排出量をみると、42施設のうち、15施設が基準年度より増加し

（内 1 施設は新規）、27施設は減少となった。 
※かでな文化センターの電気による CO2 排出量は庁舎の電気による CO2 排出量に含むこととする 
※かでな未来館は新規施設 

 

表 5-3 基準年度より電気による CO2排出量が増加した施設 

№ 施設名 
令和元年 

（基準年） 
令和 4年度 基準年差 基準年比 

1 かでな未来館 新規 119,626 119,626 新規 

2 嘉手納幼稚園・小学校 402,724 430,372 27,647 107% 

3 嘉手納中学校 293,191 316,768 23,578 108% 

4 学校給食共同調理場 212,941 235,689 22,748 111% 

5 嘉手納町第二保育所 65,318 71,194 5,876 109% 

6 嘉手納町第三保育所 52,967 58,595 5,629 111% 

7 野國總管公園 3,449 7,971 4,521 231% 

8 西区コミュニティーセンター 9,412 13,169 3,757 140% 

9 
嘉手納地区学習共用施設・児

童館 
41,776 45,507 3,731 109% 

10 
中央区コミュニティーセンタ

ー 
13,673 16,476 2,803 120% 

11 南区コミュニティーセンター 15,266 17,634 2,368 116% 

12 屋良地区体育館・図書館 20,396 22,319 1,923 109% 

13 
青少年センター 

（旧：食料品加工センター） 
5,823 7,464 1,641 128% 

14 屋良城跡公園 24 779 756 3300% 

15 嘉手納町町民の家 4,325 4,649 324 107% 

（注）小数点以下を四捨五入しているため、増加差分の計算が合わないことがある 

 

(kg-CO2) 

 

 



 

15 
 

表 5-4 基準年より電気による CO2排出量が減少した施設 

№ 施設名 
令和元年 

（基準年） 
令和 4年度 基準年差 基準年比 

1 嘉手納町商業研修等施設 265,323 23,818  -241,505 -91% 

2 嘉手納町陸上競技場 429,884  268,117  -161,767 -38% 

3 屋良幼稚園・小学校 305,857  233,519  -72,339 -24% 

4 ロータリー広場 580,898  521,542  -59,356 -10% 

5 嘉手納町役場（本庁） 476,514  423,394  -53,120 -11% 

6 嘉手納町野球場 44,767  7,848※  -36,919 -82% 

7 嘉手納町兼久体育館 29,245  0※ -29,245 -100% 

8 嘉手納町スポーツドーム 102,256  86,822  -15,434 -15% 

9 かでな文化センター 35,158  27,762  -7,396 -21% 

10 水釜公園 105,973  98,657  -7,316 -7% 

11 街路灯まとめ 22,444  15,975  -6,470 -29% 

12 嘉手納公園 3,889  957  -2,932 -75% 

13 嘉手納町総合福祉センター 170,163  168,089  -2,074 -1% 

14 嘉手納町集出荷施設 6,411  4,416  -1,995 -31% 

15 屋良城跡公園 18,142  16,148  -1,993 -11% 

16 嘉手納町葬斎場 2,533  1,015  -1,517 -60% 

17 嘉手納町マルチメディアセンター 1,552 294 -1,258 -81% 

18 屋良ふれあいパーク 1,404  212  -1,192 -85% 

19 北区コミュニティーセンター 14,226  13,104  -1,122 -8% 

20 西浜区コミュニティーセンター 1,620  697  -922 -57% 

21 東区コミュニティーセンター 14,851  13,975  -877 -6% 

22 嘉手納町漁業用施設 31,635  30,806  -829 -3% 

23 ちびっこ広場 730  105  -626 -86% 

24 兼久海浜公園 897  277  -620 -69% 

25 あしびなぁ 2,000  1,464  -536 -27% 

26 嘉手納町リサイクルセンター 587  368  -219 -37% 

27 屋良第二公園 250  72  -179 -71% 
※嘉手納野球場、兼久体育館は現在建て替え中となっている 
（注）小数点以下を四捨五入しているため、増加差分の計算が合わないことがある 

 

電気による二酸化炭素排出が減少した施設と増加した施設数は、前年度と比較しても大

きくは変わらないが、電気全体の排出量は、前年度より増加している。 

その要因として、コロナ禍における活動低下が緩和され、学校や地域、職場等で電気使用

量・エネルギー使用量が増加したものと想定される。今後も照明など積極的に省エネ型の導

入を進めるとともに節電等を推進する必要がある。 

(kg-CO2) 
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図 5-4 対象施設別電気使用量による二酸化炭素排出の経年変化 
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2.3.2 化石燃料による排出量 

対象組織（課）別の化石燃料による排出量をみると、排出量が増加した組織（課）は、学

校給食共同調理場が 104,591kg-CO2（10,894kg-CO2 増加）、教育指導課が 1,254kg-CO2

（821kg-CO2増加）となっている。 

排出量が減少した組織（課）は、教育総務課が 6,257kg-CO2（3,583kg-CO2減少）、都市

建設課 4,910kg-CO2（2,496kg-CO2減少）と続いている。 

なお、化石燃料による排出量は、A 重油、ガソリン、LPG、灯油、軽油の合計である。 

 

図 5-5 対象組織（課）別化石燃料による CO2排出量と経年変化 

 

表 5-6 対象組織（課）別化石燃料による CO2排出量 

kg-CO2 課名 ガソリン 軽油 灯油 Ａ重油 LPG 課計 令和元年度との差分 
 

総
務
部 

総務課 0 0 0 0 0 0 -57 

企画財政課 481 0 0 0 0 481 -130 

基地渉外課 2,524 0 0 0 0 2,524 -105 

税務課 200 0 0 0 0 200 -360 

福
祉
部 

福祉課 1,478 0 0 0 0 1,478 -1,617 

町民保険課 1,675 0 0 0 0 1,675 -1,853 

子ども家庭課 2,602 0 10,329 0 829 13,759 -1,558 

建
設
部 

都市建設課 4,314 596 0 0 0 4,910 -2,496 

産業環境課 3,678 0 0 0 273 3,951 -515 

上下水道課 2,535 0 0 0 0 2,535 -905 

 

教
育
委
員
会 

教育総務課 1,253 4,876 0 0 128 6,257 -3,583 

教育指導課 0 0 0 0 1,254 1,254 821 

社会教育課  2,851 52 0 0 59 2,962 -1,624 

学校給食共 

同調理場 
585 3,014 0 99,240 1,752 104,591 10,894 

  議会事務局 466 0 0 0 0 466 -266 

  合計 24,641 8,538 10,328 99,240 4,293 147,042 -3,352 
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2.4 要因別排出量 

要因別の二酸化炭素排出量をみると、電気は 3,327,661kg-CO2（246,324kg-CO2 減少）、

ガソリンが 24,641 kg-CO2（12,120 kg-CO2減少）、軽油が 8,538 kg-CO2（2,401kg-CO2減

少）と減少している。 

一方、増加した項目については、A 重油が 99,240kg-CO2（10,759kg-CO2増加）、LPG が

4,293kg-CO2（250 kg-CO2増加）、灯油が 10,328 kg-CO2（159 kg-CO2増加）と増加してい

る。 

 

図 5-6 要因別の二酸化炭素排出量の経年変化 

 

表 5-7 嘉手納町対象組織及び施設の要因別の二酸化炭素排出量の経年変化 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 基準年差 

電気 3,573,985 2,936,357 3,573,985 3,327,661  -246,324  

Ａ重油 88,481 92,356 94,633 99,240  10,759  

ガソリン 36,761 27,700 20,839 24,641  -12,120  

ＬＰＧ 4,043 3,907 2,742 4,293  250  

灯油 10,169 9,638 9,588 10,328  159  

軽油 10,939 3,809 3,872 8,538  -2,401  

二酸化炭素合計 3,724,378 3,073,767 3,033,622 3,474,701 -249,677 
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表 5-8 嘉手納町対象組織及び施設の要因別の使用量と二酸化炭素排出量の経年変化 

年度  令和元年度 
（基準年度） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 
基準年比較 
CO2 排出量 
（Kg-CO2） 

基準年比
（％） 

項目 単位 使用量 
CO2排出量
（Kg-CO2） 

使用量 
CO2排出量 
（Kg-CO2） 

使用量 
CO2排出量 
（Kg-CO2） 

使用量 
CO2排出量 
（Kg-CO2） 

電気 kWh 4,541,278 3,573,985 3,731,077 2,936,357 3,687,355 2,901,948 4,228,286 3,327,661 -246,324 -6.9 

Ａ重油 ℓ 32,650 88,481 34,080 92,356 34,920 94,633 36,620 99,240 10,759 12.2 

ガソリン ℓ 15,845 36,761 11,940 27,700 8,983 20,839 10,621 24,641 -12,120 -33.0 

ＬＰＧ ㎥ 1,348 4,043 1,303 3,907 914 2,742 1,431 4,293 250 6.2 

灯油 ℓ 4,084 10,169 3,871 9,638 3,851 9,588 4,148 10,328 159 1.6 

軽油 ℓ 4,240 10,939 1,477 3,809 1,501 3,872 3,309 8,538 -2,401 -21.9 

二酸化炭素合計  3,724,378  3,073,767  3,033,622  3,474,701 -249,677 -6.7 
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３．評価と今後の課題  

令和 4 年度の温室効果ガス排出量は、3,474,701 kg-CO2 であり、基準年度の令和元年度

の実績値に対し、約 6.7％減少となっている。 

排出要因別の二酸化炭素排出量は基準年度である令和元年度の実績値に対し電気（6.9％

減少）、A 重油（12.2％増加）、ガソリン（33.0％減少）、LPG（6.2％増加）、灯油（1.6％増

加）、軽油（21.9％減少）となっており、全体的な温室効果ガスの減少は、基準年に対して

は減少が見られたが、前年度よりは増加している。 

これらの要因としては、主に施設の太陽光パネルの設置、照明の LED 化、空調の設備の

更新などを図ったことが主であると考えられ、温室効果ガス削減の効果があったものと見

られる。一方で、令和 4 年度は感染症等の対策が緩和され、活動が活発になったため、前年

度よりは増加したものと想定される。 

したがって、節電・節水・省エネルギーにこれまで以上に努めるとともに、対象施設の太

陽光パネルの設置・照明の LED 化を図ることや、公用車への温室効果ガスを排出しない次

世代自動車の導入を検討し、脱炭素社会の実現に向けた取り組みを継続していくことが肝

要である。 
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嘉手納町地球温暖化防止推進本部設置要綱 
 

（設置） 

第１条 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）第２1 条に基

づき、嘉手納町地球温暖化防止実行計画（以下「実行計画」という。）の策定等を行うため、

嘉手納町地球温暖化防止推進本部（以下「本部」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 本部は、次に掲げる事項について検討する。 

（1） 実行計画の策定に関すること。 

（2） 実行計画の推進及び見直しに関すること。 

（3） 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認めること。 

 

（組織） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び委員をもって組織する。 

２ 本部長は、町長をもって充て、副本部長は副町長をもって充てる。 

３ 委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

(平 28 訓令 7・一部改正) 

（本部長及び副本部長の職務） 

第４条 本部長は、本部の会務を総理し、本部を代表する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 本部の会議は、必要に応じて本部長が招集し、本部長が議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

３ 本部は、その所掌事項を遂行するため、必要があると認めるときは、会議に委員以外

の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 
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（推進部会） 

第６条 本部に第２条に規定する事項の調査、研究等をさせるため、推進部会を置くこと

ができる。 

２ 推進部会は、課長及び主幹のうちから本部長が指名する者をもって組織する。 

３ 推進部会に部会長を置き、当該推進部会に属する者のうちから本部長が指名する。 

４ 推進部会に副部会長を置き、当該推進部会に属する者のうちから部会長が指名する。 

５ 推進部会は、実行計画に基づく削減状況等の点検を行い、本部に報告しなければなら

ない。 

(平 28 訓令 7・一部改正) 

 

 （準用規定） 

第７条 第４条及び第５条の規定は、推進部会について準用する。この場合において、こ

れらの規定中「本部長」とあるのは「部会長」と、「本部」とあるのは「推進部会」と、「副

本部長」とあるのは「副部会長」と、「委員」とあるのは「推進部会に属する者」と読み替

えるものとする。 

 

（エコリーダー） 

第８条 各課に推進担当者としてエコリーダーを置くこととし、各課等の長をもって充

てる。 

２ エコリーダーは、各課等において実行計画に基づく取組に際して、中心的な役割を担

うものとし、実行計画への取組を率先して行わなければならない。 

３ エコリーダーは、所属課内における実行計画の周知徹底に努めると共に、所属職員の

意識啓発を推進しなければならない。 

４ エコリーダーは、実行計画の取組状況について実績調査や取組状況の点検評価等を

行い、その結果について前条に規定する推進部会へ報告しなければならない。 

 

（庶務） 

第９条 本部及び推進部会の庶務は、産業環境課において処理する。 

(平 31訓令 5・一部改正) 

 



 

23 
 

（委任） 

第 10 条 この訓令に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が本部

に諮って定める。 

附 則 

この訓令は、平成 26 年 6 月 2 日から施行する。 

附 則(平成 27 年訓令第 16 号) 

この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則(平成 28 年訓令第 7 号) 

この訓令は、平成 28 年 4 月 7 日から施行する。 

附 則(平成 31 年訓令第 5 号) 

この訓令は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

 

別表(第 3 条関係) 

(平 27 訓令 16・一部改正、平 28 訓令 7・旧別表第 1・一部改正) 

 

別表 （第３条関係） 

教育長 

会計管理者 

都市建設課長 

総務課長 

子ども家庭課長 

教育総務課長 
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嘉手納町地球温暖化防止実行計画の推進・点検・評価等の体制と役割 
 
 嘉手納町役場全体が、嘉手納町地球温暖化防止実行計画（以下「実行計画」という。）

に基づく行動等について、主体的・積極的に取り組み、温室効果ガスの削減に取り組んでい

くことを方針とし、同取組の推進にあたっての役割等については、『嘉手納町地球温暖化防

止推進本部設置要綱』に基づき以下のとおりとする。 
 
① 本部長 
本部長は町長とし、実行計画の推進・点検・評価を統括し、同計画の基本事項や必要事項

について決定及び変更等を行うと共に、実行計画の実施に基づく活動の実施状況や温室効

果ガスの排出量について公表等を行う。   
 
② 嘉手納町地球温暖化防止推進本部 
嘉手納町地球温暖化防止推進本部（以下「推進本部」という。）は、町長を本部長とし、

副町長を副本部長、各課長等を委員として構成する。 
推進本部では、実行計画の決定や変更等について協議を行うと共に、計画推進にあたって

の取組方針等の決定・指示を行う。実行計画に基づく実施状況や温室効果ガスの排出量の公

表内容について確認をする。 
必要に応じて、各課・各施設の実施状況や検討事項について審議させる機関として推進部

会を立ち上げることができる。 
 
③ 事務局 
産業環境課が担う。実施状況の把握、各種データ等のとりまとめを行う。各課長等（エコ

リーダー）から実施状況の確認やヒアリング等を行い、実施における課題及び解決策等を検

討し、その内容を推進本部または推進部会へ諮る。事務局は、推進本部の方針を受け、エコ

リーダー及び職員に対して指導や情報提供等を行う。 
 
④ 推進部会 
推進部会は本部長に指名された職員で構成し、実行計画の検討、実施状況の確認や意見交

換を行い、実施における課題及び解決策等を検討し、その結果を推進本部へ報告する。 
 
⑤ エコリーダー及び職員 
推進担当者であるエコリーダーは、各所属課の課長等とし、実行計画の推進を図ると共に、

実施状況等を事務局に報告を行うものとする。また職員は、エコリーダーへの協力を行うと

共に、実行計画の目標達成に向けて、主体的・積極的な取り組みを行う。 
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段階 主体 内容 

計画 

（Plan) 
・推進本部 

・推進本部は計画の策定、取り組み方針の決定等を行う。 

・本部長は計画の決定及び変更を行い、全職員に対して実行の指示

を行う。 

実施 

（Do） 

・エコリーダー 

・全職員 

・職員が目標達成に向けた主体的・積極的な行動をとる。 

・各課のエコリーダーは、実施状況等を報告書にまとめ、推進部会

に報告する。 

点検 

（Check） 
・事務局及び推進部会 

・事務局又は推進部会は、エコリーダーの報告等から実施状況を把

握し、課題及び解決策の検討結果等を推進本部に報告する。 

改善 

（Action) 
・推進本部 

・推進本部は、事務局等の報告・提案等を審議し、取組の改善、見

直し等を行う。 

・実施状況から目標達成が困難であると認められる場合、外部機関

の診断等の実施を取り入れるなど、課題の解決に努める。 

推進統括者（町長） 

・計画の決定 

・実施状況等の公表 

嘉手納町地球温暖化防止推進本部 

・計画の策定・見直しの検討 

・計画の評価・取組方針の決定等 

エコリーダー（各課長） 

及び全職員 

・計画の実行 

推進部会及び事務局 

・実施状況の把握 

・課題、解決策の抽出等 

報
告 

指
示 

 

Do 

Check 

嘉手納町地球温暖化防止 

推進本部 

・計画の策定・見直しの検討 

・計画の評価・取組方針の決定等 

Plan 

Action 
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実行計画推進組織図 
 

                       

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長（推進本部長） 

嘉手納町地球温暖化防止推進本部 

本部長：町長 

副本部長：副町長 

教育長、会計管理者、 

都市建設課長、総務課長、 

子ども家庭課長、教育総務課長 

事務局：福祉部長 

 

エコリーダー（各課長等） 

事 務 局：産業環境課 

推進部会：本部長に指名された職員 

全職員（嘱託・臨時職員含む。） 

・実行計画の決定、実施状況等の公表

を行う。 

・計画策定、実施状況について協議す

る。 

・取り組み方針等の決定、指示を行う。 

・見直しの検討を行う。 

・実施状況の評価や課題、解決策等の

検討、報告を行う。 

・エコリーダーや職員に対して、指導、

情報提供を行う。 

・計画を推進する。 

・実施状況の調査、報告を行う 

・計画を実行する。 
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資－1． 施設別電気使用量と基準年の比較結果（令和元年度～令和４年度） 
 

  

（単位：kWh/年） 



29 

資－2. 施設別電気使用量と経年変化（令和元年度～令和４年度） 
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資－4. 課別ガソリン使用量と経年変化（令和元年度～令和４年度） 
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資－5. 課別軽油使用量と経年変化（令和元年度～令和４年度） 

 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

総
務
課

企
画
財
政
課

基
地
渉
外
課

税
務
課

福
祉
課

町
民
保
険
課

子
ど
も
家
庭
課

都
市
建
設
課

産
業
環
境
課

上
下
水
道
課

教
育
総
務
課

教
育
指
導
課

社
会
教
育
課

学
校
給
食
共
同
調
理
場

議
会
事
務
局

(L)
課別軽油使用量

令和元年度

令和２年度

令和３年度

令和4年度



 

33 
 

資－6. 課別灯油使用量と経年変化（令和元年度～令和４年度） 
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資－7. 課別Ａ重油使用量と経年変化（令和元年度～令和４年度） 
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資－8. 課別ＬＰＧ使用量と経年変化（令和元年度～令和４年度） 
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資－9. 嘉手納町対象組織及び施設の要因別の二酸化炭素排出量と経年変化（令和元年度～令和４年度） 
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資料-10 環境関連用語集 

ア行 アイドリング・スト

ップ 

自動車の停車時にエンジンを切ること。不必要な燃料の消費を

抑え、二酸化炭素の排出を抑制することがねらい。 

IPCC →「気候変動に関する政府間パネル」参照。 

アジェンダ 21 1992 年ブラジルで開催された地球サミットで採択された持続

可能な開発のための具体的な行動計画。大気、森林、砂漠、生

物多様性、海洋等の分野ごとのプログラムのほか、実施のため

の資金協力などの制度のあり方を 138 項目にわたり規定して

いる。 

一酸化二窒素 常温常圧では無色の気体。麻酔作用があり、笑気とも呼ばれる。

温室効果ガスの一つで、温室効果の強さは二酸化炭素を 1 と

すると、一酸化二窒素は 100 位である。 

エコドライブ アイドリング・ストップやタイヤの空気圧点検、空ぶかしを控

えるなど、環境に配慮した運転のこと。 

ESCO 事業 Energy Service Companyの略称で、工場やビルの省エネルギ

ーに関する包括的なサービスを提供し、それまでの環境を損な

うことなく省エネルギーを実現し、さらにはその結果得られる

省エネルギー効果を保証する事業。また、ESCO の経費はその

顧客の省エネルギーメリットの一部から受取ることも特徴と

なっている。 

エネルギー原単位 エネルギー効率を表す値。たとえば、製品一単位を生産するの

に必要なエネルギーの量など。 

エネルギー転換部門 二酸化炭素の排出統計に用いられる部門の一つ。石炭や石油な

どの一次エネルギーを電力などの二次エネルギーに転換する

部門。発電所などがここに含まれる。 

ＬPＧ（Liquefied 

Petroleum Gas） 

液化石油ガス。プロパン、ブタン等。 

オゾン層 オゾン濃度が比較的高い成層圏のことをいう。成層圏のオゾン

は太陽光に含まれる有害な紫外線の大部分を吸収して、地球上

の生態系を保護している。 

温室効果 地球をとりまく大気が太陽から受ける熱を保持し、一定の温度

を保つ仕組みのこと。二酸化炭素などの大気中の気体（温室効

果ガス）が温室効果をもたらす。 

温室効果ガス 温室効果をもたらす大気中に拡散された気体のこと。とりわけ

産業革命以降、代表的な温室効果ガスである二酸化炭素やメタ

ンのほか、フロンガスなど人為的な活動により大気中の濃度が

増加の傾向にある。京都議定書では、温暖化防止のため、二酸

化炭素、メタン、一酸化二窒素のほか HFC 類、PFC 類、SF6 が

削減対象の温室効果ガスと定められた。 

カ行 化石燃料 

 

石炭、石油、天然ガスなどのエネルギー源。燃焼により二酸化

炭素を発生し、地球温暖化の主要な原因物質。 

カーボンオフセット 日常生活による二酸化炭素の排出を相殺するために植林や自

然エネルギーを利用しようというものである。 

カーボンニュートラ

ル 

ライフサイクルの中で、二酸化炭素の排出と吸収がプラスマイ

ナスゼロのことを言う。化石燃料の代わりにバイオマスエネル

ギーの利用はカーボン・ニュートラルだと考えられ、二酸化炭

素の発生と固定を平衡し、地球上の二酸化炭素を一定量に保つ

ことができる。また、二酸化炭素排出量を削減するための植林

や自然エネルギーの導入などは、人間活動による二酸化炭素の

排出量を相殺できることもカーボン・ニュートラルと呼ぶこと
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がある。 

家庭部門 二酸化炭素排出統計に用いられる部門の一つ。民生部門のうち

業務部門以外の部門。 

環境家計簿 家庭での電気、ガス、水道、灯油、ガソリンなどの使用量や支

出額を集計して、二酸化炭素などの環境負荷を計算できるよう

に設計された家計簿。環境家計簿は、二酸化炭素排出量を減ら

す実践的な行動につながるとともに、他の環境問題の解決にも

貢献し、なおかつ家計の節約にも結びつけることを目的として

いる。 

環境税 一般的には温暖化対策として温室効果ガスの排出量に応じて

課税するといわゆる炭素税のことを指す。 

環境ラベリング制度 環境保全に役立つマークをつけて国民に推奨する制度のこと

（エコマーク、グリーンマーク等）。 

気候変動 気候変動の要因には自然の要因と人為的な要因があるが、 

近年では地球温暖化とほぼ同義で用いられることが多く、気候

変動枠組条約では、地球の大気の組成を変化させる人間活動に

直接又は間接に起因する気候の変化であって、比較可能な期間

において観測される気候の自然な変動に対して追 加的に生ず

るものと定義されている。 

気候変動適応計画 2018年 6月に成立した気候変動適応計画に基づき同年 11月に

閣議決定された計画。「農業・林業・水産業」、「水環境、水資

源」、「自然生態系」、「自然災害・沿岸域」、「健康」、「産業・経

済活動」、「国際生活・都市生活」の７つの分野における気候変

動の影響の概要と適応の基本的な施策が示されている。 

気候変動適応法 気候変動への適応の推進を目的として 2018 年 6 月に制定され

た法律。 

政府による気候変動適応計画の策定、環境大臣による気候変動

影響評価の実施、国立研究開発法人国立環境研究所による気候

変動への適応を推進するための業務の実施、地域気候変動適応

センターによる気候変動への適応に関する情報の収集及び提

供等の措置を講ずるものである。本法律に基づく気候変動適応

計画は 2018 年 11 月に閣議決定された。 

気候変動に関する政

府間パネル

（Intergovernmental 

Panel on Climate 

Change:IPCC） 

1988 年に開始された、UNEP（国連環境計画）と WMO（世界気象

機関）が共催し、各国政府の任命する科学者が参加する会合。

地球温暖化に関する最新の自然科学的および社会科学的知見

をまとめ、地球温暖化対策に科学的基礎を与えることを目的と

している。1990 年に第 1 次評価報告書、1995 年に第 2 次評価

報告書、2001 年に第３次報告書、2007 年に第 4 次報告書、2013

年に第 5 次報告書をとりまとめている。 

気候変動枠組条約締

約国会議 （COP） 

COP は Conference of Parties の略。1995 年 3 月～4 月にベル

リンで第１回締約国会議（COP１）を開催。1997 年 12 月に京

都で開催された COP3 では、2000 年以降の地球温暖化対策のあ

り方を規程する議定書が採択された。毎年開催される締約国会

議は、人類の未来を左右する会議として世界的に注目されてい

る。 

基準年 温室効果ガスの削減に関し、基準となる年。京都議定書では基

準年を原則的に 1990 年としている。ただし、HFC 類、PFC 類、

SF6 については 1995 年を基準年とすることができるとしてい

る。 

キャップ･アンド・ト 排出量取引において、排出枠が設定されている主体間で、排出
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レード方式 枠の一部の移転（または獲得）を認める制度のこと。 

吸収源 大気中の二酸化炭素などの温室効果ガスを吸収し、比較的長期

間にわたり固定することのできる森林や海洋などのこと。京都

議定書では、先進締約国が温室効果ガス削減目標を達成する手

段として、新規植林、再植林、土地利用変化などの活動を考慮

することが規定されている。 

共同実施 先進締約国同士が、自国の数値目標達成のために共同して温室

効果ガス排出削減や吸収の事業を実施し、排出削減単位をクレ

ジットとして獲得する仕組み。 

クリーン開発メカニ

ズム 

先進国が途上国において共同で温室効果ガス削減プロジェク

トを実施し、そこで得られた吸収分あるいは削減分を先進国が

クレジットとして獲得し、自国の温室効果ガス削減量に充当で

きる仕組み。京都議定書に規定される柔軟性措置の一つ。 

グリーン購入 企業や国・地方公共団体が商品の調達や工事発注などに際し、

できるだけ環境負荷の少ない商品や方法を積極的に選択する

やり方。グリーン購入を率先して実施する企業や自治体などで

構成する「グリーン購入ネットワーク」で基準などを取り決め

ている。 

COOLCHOICE 

（クールチョイス） 

CO₂などの温室効果ガスの排出量削減のために、脱炭素社会づ

くりに貢献する「製品への買換え」、「サービスの利用」、「ライ

フスタイルの選択」など地球温暖化対策に資するあらゆる「賢

い選択」をしていこうという取組。 

コージェネレーショ

ン 

発電に際し、電力に併せ同時に得られる熱も有効利用する方

式。コージェネレーションにより、熱効率が改善し、二酸化炭

素の排出削減につながる。 

工業プロセス 温室効果ガス排出統計に表れる部門の一つ。セメントの焼成キ

ルンなどで石灰石を加熱することにより二酸化炭素を排出す

る生産工程のこと。 

交通需要管理 

(Transportation  

Demand Management:

ＴＤＭ） 

自動車交通の時間、経路、手段の変更、自動車の効率 

的な使用によって、交通量・交通流の平準化、分散化、 

軽減化を図ることで、交通渋滞の緩和を促す取り組み。 

サ行 再生可能エネルギー 有限で枯渇の危険性を有する石油・石炭などの化石燃料や原子

力と対比して、自然環境の中で繰り返し起こる現象から取り出

すエネルギーの総称。太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマ

ス、廃棄物の焼却熱利用・発電など。 

次世代自動車 窒素酸化物（NOx）や粒子状物質（PM）等の大気汚染物質お排

出が少ない、または全く排出しない、燃費性能が優れているな

どの環境にやさしい自動車。燃料電池自動車、電気自動車、天

然ガス自動車、ハイブリッド自動車など。 

持続可能な開発目標

（SDGｓ） 

環境、経済、社会に関連する課題の解決を図り、17 のゴール

及び 169 のターゲットから構成される、途上国と先進国共通

の持続可能な社会づくりを実現するための目標。 

タ行 炭素換算 二酸化炭素（CO2）の量を炭素（C）相当分で算出する方法。炭

素換算値は CO2の量に 0.273 を掛けて得られる。逆に炭素換算

の値に 3.67 を掛けると CO2の量が得られる。 

炭素税 代表的な環境税の一つで、二酸化炭素排出につながる経済活動

に課す税のこと。石油などの化石燃料に含有される炭素の量に

応じて課税するのが一般的で、欧州ではスウェーデンなどです

でに実施されている。 
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地球温暖化係数 

（ Global Worming  

Potential:GWP ) 

 

二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素などの各種の温室効果ガス

毎に定められる、温室効果の程度を示す値。温室効果を見積も

る期間の長さによって変わる。100 年間の GWP で比較して、メ

タンは二酸化炭素の約 20 倍、一酸化二窒素は約 310 倍、フロ

ン類は数百～数千倍となる。 

窒素酸化物 ディーゼルエンジンなどオイル燃焼に際し排出される大気汚

染物質。一酸化二窒素以外の窒素酸化物は温室効果をもたない

が、逆に、上空でエアロゾルを形成し、温室効果を減少させる

働きがある。 

トップランナー方式 積極的な省エネルギーを促すために政府が始めた政策の一つ

で、電気製品などの省エネ基準や自動車の燃費・排ガス基準を、

市場に出ている機器の中で最高の効率のレベルを設定するこ

と。 

ナ行 燃料電池 反応をコントロールしながら水素と酸素などから電気を取り

出すシステム。近い将来電気自動車への搭載が期待されてい

る。 

ハ行 バイオマス エネルギー源として活用が可能な木製品廃材やし尿などの有

機物のこと。再生可能エネルギーの一つ。発酵させ発生するメ

タンガスを燃料として利用することもある。 

ハイドロフルオロカ

ーボン類（HFCs） 

オゾン層を破壊しないことから、CFCs や HCFCs の規制に対応

した代替物質として 1991 年頃から使用され始めた化学物質

で、近年、その使用が大幅に増加している。HFCs は自然界には

存在しない温室効果ガスで、100 年間の GWP は、二酸化炭素の

数百～11,700 倍と大きい。1997 年に採択された京都議定書に

は削減対象の温室効果ガスの一つに加えられた。 

パーク・アンド・ライ

ド 

都市部への自動車乗り入れを規制する手段の一つ。都市近郊に

大型駐車場を設置し、そこから都心部へは公共の鉄道やバスな

どで移動するシステム。イギリスなど欧州で広く実施されてい

る。 

排出量取引 京都議定書に定められた各国の排出削減目標を達成するため、

先進国間で排出量を売買する制度。国内の温室効果ガス削減努

力に対し、補完的手段として認められた柔軟性措置の一つ。 

ハイブリッド自動車 複数の動力源（ガソリンエンジン、ディーゼルエンジン、電気

（モーター）、油圧等）を組み合わせて低公害化や省エネルギ

ー化を図った自動車のこと。現在、ガソリンエンジンとモータ

ーを用いたものが実用化され、市販されている。 

 パリ協定 2015 年にフランスのパリで開催された国連気候変動枠組み条

約第 21 国締約国会議（COP21）にて、2020 年以降の気候変動

対策について、先進国、開発途上国を問わず全ての締約国が参

加した、公平かつ実効的な法的枠組み。世界全体の平均気温の

上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、

1.5℃に抑える努力を追求することが示された。 

マ行 メタン 京都議定書の対象ガスの一つ。有機性の廃棄物の最終処分場、

家畜のフン尿、水田、下水汚泥の嫌気性分解過程などから発生

する。 

未利用エネルギー 海水、河川水、下水等の温度差エネルギー(夏は大気より冷た

く、冬は大気より暖かい水)、発電所排熱、変電所排熱、都市

排熱（清掃工場、地下鉄等の排熱）等のこと。 

モーダルシフト 旅客や貨物のトラック輸送を貨車や船舶に切り替えることに

より、二酸化炭素の排出削減を図る方式のこと。 
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ラ行 ライフサイクルアセ

スメント（LCA） 

物品の生産から廃棄までの環境負荷量などを調査、分析して評

価する手法。 

六ふっ化硫黄（SF6） 1960 年代から電気および電子機器の分野で絶縁材などとして

広く使用されている化学物質で、人工的な温室効果ガス。使用

料はそれほど多くないが、近年新たな用途開発の進展に伴い需

要量が増加している。100 年間の GWP は、二酸化炭素の 23,900

倍。HFCs、PFCs と共に、京都議定書で削減対象の温室効果ガス

の一つに指定された。 

出典）全国地球温暖化防止活動推進センターホームページ「用語集」 
   国立環境研究所 ECI ネット「環境用語集」 
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